2021年10月ADR調停人候補者養成研修受講案内

2021年10月のADR研修は、感染状況の見守りから、集合研修は見送り、日本行政書士連合会の中央研修所本年3月収録の債権法改正のビデオを視聴し、効果測定問題を解いていただく形式にいたしました。

日本行政書士会連合会 中央研修所 研修サイトサイト にログインし、「講座一覧」から「行政書士のための基礎法律研修」にお進みください。
そして「行政書士のための新・債権法~改正内容を踏まえた全体整理~」、全部で2時間3分40秒、を視聴してください。

視聴完了の日時を効果測定回答用紙中の欄に記入し、氏名、支部、会員番号、電子メールアドレスとともに回答をお送りください。回答の際にはビデオ中の講師コメント、講義レジメ、条文集をご参照ください。回答用紙は10月31日23時59分までにファックスで神奈川県行政書士会045-664-5027　ADR運営委員会宛にお送りください。

正解は11月に本会ホームページお知らせ欄からお知らせします。8割正解で「民法」3時間の履修時間数の取得になります。

なお、ビデオ中で講師が口頭でレジメの訂正をしている箇所を下記に記します。

講師によるレジメの訂正
1. レジメ2ページの最初のスライド　(1.債権法改正の概要)
下から2行目　(誤)… 5年ごとの改定　
　　　　　　　(正)…3年ごとの改定
2.　レジメ5ページの最初のスライド (5.契約不適合責任)
　　下から3行目　(誤)…新536条2項
　　　　　　　　　(正)…新563条2項
3.　レジメ6ページ左列2番目のスライド (6.賃貸借)
　　(誤) ②原状回復の範囲が通常損耗に限られる
　　(正) ②原状回復の範囲に通常損耗は含まれない
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